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海田町人事行政の運営等の状況

1 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。
2 職員数は，平成30年4月1日現在の普通会計職員の人数です。
※空欄としている事項については後日掲載予定

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

(注) 1

2

(4) 給与改定の状況（人事委員会を設置していないため，未記入となっている）
①月例給

（注）

②特別給（期末・勤勉手当）

（注）

%
29,078 10,159,221 395,735 1,491,991 14.7 15.8

H30年度
人 千円 千円 千円 %

（参考）
（平成30年度末） A B B/A 平成29年度の人件費率

区分
日本人住民 歳出額 実質収支 人件費 人件費率

千円
170 525,482 168,221 227,460 921,163 5,419 5,792

給与費　B/A

H30年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

区分
職員数 給与費 (参考）一人当たり (参考）

類似団体平均一人
あたり給与費A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

国の改定率
A B Ａ－Ｂ （改定率）

H30年度
円 円 円 ％

ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の
職員数（構成）を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表（一）適用職員
の俸給月額を100として計算した指数。
類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
である。

区分
人事委員会の勧告

給与改定率
（参考）

民間給与 公務員給与 較差 勧告

「民間給与」，「公務員給与」は，人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
平均給与月額である。

区分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給割合
公務員の
支給月数

較差 勧告 国の年間
支給月数

％ ％
0.16

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合，「公務員の支給月数」は
期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

月 月
4.45

A B Ａ－Ｂ （改定月数）

H30年度
月 月 月 月

96.5
97.5

96.396.7 96.4

97.7 97.4
96.4

95.8

9796.9
97.5

90

92

94

96

98

100

海田町 類似団体平均 全国町村平均

H27.4.1

H28.4.1

H29.4.1

H30.4.1
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(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について
①給料表の見直し

［　実施　　未実施  ］
実施内容（平均引下げ率，実施（実施予定）時期，経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し
実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

2  職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成31年4月1日現在）
① 一般行政職

※空欄としている事項については後日掲載予定

② 技能労務職（対象者なし）

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

(2) 職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

※空欄としている事項については後日掲載予定
(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）

※該当する職員がいない経験年数及び職種については掲載していない。

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

378,959 円
国 43.4 歳 329,433 円 　　　　　 円

円 294,900 円
広島県 44.1 歳 366,100 円 417,858 円
海田町 39.9 歳 299,100 円 379,300

円

区分

公務員 民間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額平均給与月額

411,123 円
類似団体 41.3 歳 305,414 円 376,330 円 339,452

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

うち用務員

海田町

対応する民間
平均年齢

平均給与月額
A/B

（A) (国ベース） の類似職種 （B)

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

国 　　　　

広島県

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

区分 海田町 広島県 国

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

類似団体

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年
一般行政職 大学卒 251,514 円 386,000

180,700 円
高校卒 158,300 円 153,100 円 148,600 円

一般行政職 大学卒 187,200 円 187,300 円

円 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円
技能労務職 高校卒 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　

円 372,466 円 394,500 円
高校卒 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　

円 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円
円 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円

中学卒 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について，国の見直し内容を踏まえ，平均２％引下げ。若年層について

は引き下げは少なく，３級以上の級の高位号給は最大４％程度引下げ。激変緩和のため，３年間（平成

３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。実施に必要な原資確保のため，平成２７年

１月の昇給を１号給抑制。

（支給割合）国基準３％に対し，海田町においても３％を支給。
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3  一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成31年4月1日現在）

部長，参事
課長，局長，室長，主幹
課長補佐，係長，主査
主任，主任主事，主任技師
主事，技師
主事，技師

(注) 1 海田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(2) 昇給への人事評価の活用状況（海田町）

 イ． 人事評価を活用している

 ロ． 人事評価を活用していない

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

円
5 級 32 人 23.0 % 288,900 円 393,000

最高号給の
給料月額

6 級 4 人 2.9 % 319,200 円 410,200

円
3 級 34 人 24.5 % 230,000 円 350,000

円
4 級 29 人 20.9 % 263,000 円 381,000

円

 平成30年4月2日から平成31年4月1
 日までにおける運用

管理職員 一般職員

円
1 級 13 人 9.3 % 144,100 円 247,600

円
2 級 27 人 19.4 % 194,000 円 304,200

　　上位，標準の区分

　　標準，下位の区分

　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

　　上位，標準，下位の区分

　活用予定時期 未定 未定

　　標準の区分のみ（一律）

○ ○

9.3% 11.2%
21.4%

19.4% 20.2%
13.0%

24.5% 22.4% 15.2%

20.9% 21.6% 25.2%

23.0% 21.6% 21.4%

2.9% 3.0% 3.8%

0%
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令和元年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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1級
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4  職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

・役割加算 5～15%
・役割加算 5～20% ・役割加算 5～20%
・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

(注) （　　）内は，再任用職員に係る支給割合である。
※空欄としている事項については後日掲載予定

○勤勉手当への人事評価の活用状況（海田町）

 イ． 人事評価を活用している

 ロ． 人事評価を活用していない

(2) 退職手当（平成31年4月1日現在）

（支給率） （支給率）
勤続 年 勤続 年
勤続 年 勤続 年
勤続 年 勤続 年
最高限度額 最高限度額
その他の加算措置 その他の加算措置
定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置
1人当たり平均支給額
(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は，平成30年度退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当
（平成31年4月1日現在）

1人当たり平均支給額（H30年度） 1人当たり平均支給額（H30年度）
　　　

1,397 千円 1,679 千円

海田町 広島県 国

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等によ

る加算措置
職制上の段階，職務の級等による加
算措置

1.45 0.90 1.45 0.90 1.45 0.90

（H30年度支給割合） （H30年度支給割合） （H30年度支給割合）

2.6 1.85 2.6 1.85 2.6 1.85

　　上位，標準，下位の成績率

　　上位，標準の成績率

 平成30年度中における運用 管理職員 一般職員

　活用している成績率
昇給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

昇給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

○ ○

　活用予定時期 未定 未定

海田町 国

　　標準，下位の成績率

　　標準の成績率のみ（一律）

19.670 月分 24.587 月分
25 28.040 月分 33.271 月分 25

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年
20 19.670 月分 24.587 月分 20

39.758 月分 47.709 月分
47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

28.040 月分 33.271 月分
35 39.758 月分 47.709 月分 35

2％～20％加算
20,749 千円

47.709 月分

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
海田町 3 % 192 人 3

支給実績（H30年度決算） 17,564 千円
支給職員1人当たり平均支給年額（H30年度決算） 91,479 円

2％～20％加算

%
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(4) 特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

(5) 時間外勤務手当
支給実績（H30年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（H30年度決算）
支給実績（H29年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（H29年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

町税等徴収事務に従
事する特殊勤務手当

町税等徴収事務に従
事する職員

外出して町税及び税外収入
金の納付の催告及び徴収に
関する事務に従事したとき

日額300円

職員全体に占める手当支給職員の割合（H30年度） 84.77 %
手当の種類（手当数） 8 種類

支給実績（H30年度決算） 2,422 千円
支給職員1人当たり平均支給年額（H30年度決算） 14,503 円

防災作業に従事する
職員の特殊勤務手当

防災作業に従事する
職員

非常時における災害防止作
業及び災害応急作業に従事
したとき

4H以上日額 1,000円
4H未満日額 600円

用地取得等の折衝業
務に従事する職員の
特殊勤務手当

用地取得等の折衝業
務に従事する職員

土地等の取得又はこれに伴
う補償に関し，職員が当該土
地等に係る権利者と面接し
て折衝業務に従事したとき

日額300円

死亡人取扱作業に従
事する職員の特殊勤
務手当

死亡人取扱作業に従
事する職員

死亡人を取り扱ったとき 1件1,000円

犬，ねこ等死体処理作
業に従事する職員の
特殊勤務手当

犬，ねこ等死体処理作
業に従事する職員

犬，ねこ等死体処理作業に
従事したとき

日額500円

防疫等作業に従事す
る職員の特殊勤務手
当

防疫等作業に従事す
る職員

感染症が発生した場合又は
発生するおそれのある場合
において，感染症患者若しく
は感染症の疑いのある患者
の救護又は感染症の病原体
の付着した物件若しくは付
着の危険がある物件の処理
作業に従事したとき

日額500円

清掃作業に従事する
職員の特殊勤務手当

清掃作業に従事する
職員

清掃作業に従事したとき
4H以上日額 500円
4H未満日額 300円

518 千円
45,785 千円

293 千円

生活保護業務に従事
する職員の特殊勤務
手当

生活保護業務に従事
する職員

生活保護事務に職員が従事
したとき又はこれらの事務を
職員が指導監督したとき

月額10,700円

86,522 千円
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(6) その他の手当（平成31年4月1日現在）

5  特別職の報酬等の状況（平成31年4月1日現在）

町長 ／
副町長 ／
教育長 ／
議長 ／
副議長 ／
議員 ／
町長 （H30年度支給割合）
副町長
教育長
議長 （H30年度支給割合）
副議長
議員
町長 （算定式） （支給時期）
副町長 給料月額に在職年数と支給率を乗じて算定(5.0～20.0) 任期満了時等
教育長

※空欄としている事項については後日掲載予定

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（H30年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（H30年度決算）

54 千円

管理職手当
管理職員（部長，課長など）
に対して給料月額の7～15％
の割合を支給

同 16,042 千円 391 千円

通勤手当
支給限度額　55,000円（交通
機関利用者，交通用具使用
者で2km以上が対象）

同 7,338 千円

195 千円

住居手当

借家のみ
支給限度額
町外在住者：27,000円
町内在住者：32,000円

異
町内在住
者に5,000
円加算

14,387 千円 257 千円

扶養手当
配偶者等6,500円，子10,000
円，16歳～22歳の子1人
5,000円加算

同 15,011 千円

円

635,000 円 - 円 - 円

517,800 円
686,000 円 760,000 円 532,000 円

区分 給料月額等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額
821,000 円 920,000 円

退
職
手
当 備考

174,000 円

期
末
手
当

4.45 月分

3.50 月分

円
265,000 円 430,000 円 202,000 円

報
酬

321,000 円 499,000 円 252,000

254,000 円 400,000
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6  職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

[ ] [ ] [ ]
(注)

2　〔　　 〕内は条例定数。
※空欄としている事項については後日掲載予定

(2) 年齢別職員構成の状況（平成31年4月1日現在）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

区分 職員数 対前年

△ 1
・議会部門　　退職不補充
・総務部門　　機構改革に伴う増
・税務部門　　育児休業職員の復職に伴う増
・民生部門　　育児休業による欠員補充による増
　　　　　　　　　ケースワーカーの増
・衛生部門　　育児休業職員の復職に伴う増
　　　　　　　　　機構改革に伴う増
・土木部門　　災害復旧対応に伴う増
・下水道部門 災害復旧対応による配置換に伴う減

総務 59 61 2
税務 13 14 1

主な増減理由
部門 平成30年 平成31年 増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 3 2

商工 1 1 0
土木 14 15 1

労働 - - 0
農林水産 1 1 0

民生 39 41 2
衛生 15 18 3

小計 170 178 8 61.21

65.10

教育部門 25 25 0

消防部門 － － 0

計 145 153 8 52.60

51.08

・水道部門　水道職員の増
水道 6 6 0

下水道 5 4 △ 1
その他

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病院 － － 0

15 15 0
小計

237 0
1　職員数は一般職に属する職員数であり，休職者，派遣職員等を含み，臨時又は非常勤職員を含まな
い。

区分
20 20 24 28 32

26 25 △ 1

合計
196 203 7

69.81

237

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
60

計

36 40 44 48 52 56

55 59 以上

職員数
人 人 人 人 人 人

未満 23 27 31 35 39 43 47 51

～ ～

人人 人 人 人 人 人
20331 27 12 17 15 20 2 23 25 36 13

（％）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

16.00%

18.00%

20.00%

20歳未満 24歳～27歳 32歳～35歳 40歳～43歳 48歳～51歳 56歳～59歳

令和元年度

平成26年度
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(3) 職員数の推移 （単位：人・％）
 年度

部門
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

7 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）
（平成31年4月1日現在）

(注) 休憩時間：

(2) 年次有給休暇の取得状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

(注) 休職中の職員，派遣職員は含まない。

(3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

(注) １ 「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数を計上。
２

8  職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分者数（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

過去5年間の増減数（率）

一般行政 152 143 143 146 145 153 1

26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

△ 1 △ 3.8
普通会計計 178 168 168 171 170 178

0.7
教育 26 25 25 25 25 25

25 5 25.0
総合計 198 190 192 196

0 0.0
公営企業会計計 20 22 24 25 25

職員が勤務時間の途中において，勤務から開放され，自己の時間として自由に利用することが
保障されている時間であり，労働基準法に準拠しているもの。

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数 取得率

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 備考
38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00

196 203 5 2.5

人 10.1 日 26.1 %

時間外・休日勤務総時間数
職員1人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

A B C B/C B/A
5,661 日 1,475.0 日 146

合計

勤務実績が良くない場合
地公法第28条

0
第1項第1号

20,960 時間 10.8 時間

「職員１人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管
理職を除く）数で除したもの。

区分 降任 免職 休職 降給

第1項第3号
職制，定数の改廃，予算の減少により廃
職，過員を生じた場合

地公法第28条

13第1項第2号
第2項第１号

職に必要な適格性を欠く場合
地公法第28条

0

心身の故障の場合
地公法第28条

13

0
第2項

計 0 0 13 0 13

第2項第2号

条例で定めた事由による場合
地公法第27条

0
第1項第4号

刑事事件に関し起訴された場合
地公法第28条

0
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(2) 懲戒処分者数（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

(注) 訓告等 事件当事者又は監督者に対する訓告，厳重注意等の実質的な制裁を伴わない矯正措置

9  職員の人事評価の状況

（1）　人事評価の目的

（2）　人事評価の内容
＜評価の種類と運用方法＞
①「能力評価」と「業績評価」の２種類の評価を実施する。 

② 業績評価は，「目標管理」を中心とした手法により行う。
③ 評価表は，「能力評価表」と「業績評価表」の２種類とする。

＜被評価者及び評価者＞
①被評価者

一般職の職員で次に掲げる除外職員を除く全職員
ア　育児休業中の職員
イ　休職中の職員
ウ　新規職員のうち条件付採用期間にある職員

②評価者
日常において直接被評価者と接し，職務遂行について職員を管理監督している者

＜評価期間＞
①　能力評価

評価対象期間：10月１日～翌９月30日
評価実施回数：１回
面談実施：初期面談　10月

期末面談　９月
評価実施：11月末までに完了

②　業績評価
評価対象期間：４月１日～翌３月31日
評価実施回数：２回
面談実施：初期面談　４月～５月

中間面談　９月～10月
期末面談　翌２月～３月

評価実施：前期　10月末までに完了
後期　３月末までに完了

0
第1項第2号

全体の奉仕者たるふさわしくない
非行のあった場合

地公法第29条
0

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合

地公法第29条

訓告等

法令に違反した場合
地公法第29条

0
第1項第1号

区分 戒告 減給 停職 免職 合計

人事評価制度は，職員一人ひとりの勤務実績や能力について公正かつ客観的に評価し，職員の資質，能力及び
執務意欲の向上を図ることを目的としています。
また，評価結果については，人事配置，給与，分限その他の人事管理上の公正な基礎資料の一つとするとともに，
評価の過程における評価者と被評価者との面談等によるコミュニケーションを通じて，組織内の意識の共有化や円
滑な業務運営の確保につなげていこうとするものです。

能力評価・・・評価対象の全期間において職員がその職務を遂行するにあたり発揮した能力・意欲の行動状況を
　　　　　　　　　評価する。
業績評価・・・評価期間中において職員がその職務で要請される目標や成果に関する達成や実現について，
　　　　　　　　　結果の状況や度合を評価する。

第1項第3号
計 0 0 0 0 0 0
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＜評価段階数と評価結果判定の表示＞

＜評価基準の考え方＞

10  職員の退職管理の状況

退職者数及び再就職者数（平成31年3月31日退職）
退職者数：6名
届出対象者数：0名

11  職員の研修の状況

研修の実施状況

12  職員の福祉及び利益の保護の状況

職員の健診受診状況

参加人数
広島県自治総合研修センター 117 人 90 人

能力評価…能力評価基準ごとに能力・意欲の行動状況を５段階で評価し，これらの結果を総合して，
　　　　　　　　能力評価全体の評価結果を判定する。
業績評価…設定した業務目標ごとに達成度を判定し，各判定結果を総合して，業績評価全体の評価を判定する。

両評価とも，絶対評価（具体的に明示された評価基準との比較検討）を基本とし，１次評価・２次評価を実施する。
絶対評価方式を評価基準の主軸とすることを通じて，評価制度における納得性や公正さ，人材育成を促進する基盤と
する。
能力評価においては，能力評価表に記載している能力評価項目の着眼点を，評価時の比較対象基準とする。業績評
価においては，業績評価表に設定した目標の内容を，評価時の比較対象基準とする。

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行（平成28年4月1日）により，再就職者による
働きかけの規制等が導入され，本町においても，再就職情報の届出や公表等を定めた海田町職員の退職管理に関
する規則を制定し，退職管理の適正を確保する取組を行っています。

機関別研修
平成30年度 平成29年度

備考
参加人数

自治大学校 1 人 0 人 H29は応募多数により落選
全国市町村国際文化研修所 3 人 4 人
市町村アカデミー 4 人 3 人

定期健康診断受診者 21 人 20 人

平成30年度受診者数 平成29年度受診者数 備考
人間ドック受診者 177 人 175 人

計 125 人 97 人


